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１．はじめに 

 

高度経済成長を成し遂げた我が国の環境学研究は

新たな局面を迎えている．気候変動，資源．エネルギ

ー問題，大規模自然災害に代表されるように，我々は

自然現象が複雑に相互作用する地球システムにおいて

人間社会の様々な利害関係下に生じる問題を予測・解

決し，持続可能な社会を構築する必要に迫られている．

このように文系・理系を超えた複雑系の問題は，従来

型の細分化された専門分野だけでは到底解決できない．

高度な専門性を持った博士号取得者が様々な現場で分

野を超えて協働し，解決への筋道を提案する必要があ

る． 

しかしながら進藤（2012）1）が指摘するように，こ

れまでの博士人材育成には下記の課題がある．まず，

①博士課程進学者はアカデミア志向で，指導教員の研

究に従事（幅広い知見が得られず特定の分野に集中），

②社会人比率が低い（多様な背景を持った多世代の人

材が集まりにくい），③大学ポストの大幅減により，

博士号取得者が大学に残れず，大量のポスドクが発生．

滞留などである． 

このような現状に際し，環境学研究における博士

人材活用の糸口を見出すため，名古屋大学では 2010

年度からグローバル COE プログラム「地球学から基

礎．臨床環境学への展開」（以下，GCOE とする）を

基盤として「臨床環境学研修（On-site Research 

Training: ORT）」と呼ばれる教育プログラムを実施し

ている 2）．ここでは多分野の院生と教員がチームを

組み，具体的な対象地域において自然と社会の持続可

能性を脅かす問題を特定し，住民や行政とも連携して，

解決策の探索やそれらの実施に伴う影響の予測を行う．

さまざまな専門を持つ教員と大学院生が国内外の現場

で環境問題解決方法を模索する，極めて先駆的な取り

組みといえる． 

本研究ではこの教育プログラムにおいて環境問題

解決の為に結成された異分野混合の学生チームが，ど

のような独自の分野横断ノウハウを見出したか，ある

いはどのような課題を抱えているのかについて，主に

質的調査によって明らかにする．一連のプロセスを通

して，異分野協働型の大学院教育プログラムを推進す

る上での要件を見出すことが本研究の目的である． 

 

２．臨床環境学研修とは 
 

臨床環境学研修（ORT）は次世代の環境問題解決

を担う博士人材育成を目的として実施されており，現

在育成されつつある人材の特徴として，１）異分野の

人材とも柔軟なコミュニケーションができる能力，

２）学際的なワークショップやチームワークを企画運

営できる能力，が挙げられる（図１）． 

まず，１）異分野の人材との柔軟なコミュニケー

ション能力は，チーム単位で，研究課題の設定，調査

計画の立案，まとめなどを実施することにより習得さ

れる．既存の学問体系における学生の研究活動であれ

ば，研究室内の専門用語を駆使した議論に終始するた

め，他分野の学生と専門的なコミュニケーションを行

う必要はほとんどない．しかし本研修では実在する研

究対象地域の持続性診断．解決のため，自らの専門分

野に関わらず多角的な視点での議論を行う必要がある．

ゆえに自分の専門分野以外の視点や研究方法も理解し

なければいけない．特定分野を研究していく過程で自

然に身に付けた背景知識，思考する時間枠や空間枠，

動機となる価値観などが互いに異なることを意識した

上でチームでの調査計画立案．実行するためには，互

いの前提情報の相違点を丹念に確認し，丁寧に情報を

同期させる（互いに分かったことを教え合う）地道な

時間と合理的な役割分担，そして円滑な意思決定が必

要になる． 

 

また ORT では地域住民や行政などとコミュニケー

ションをとる機会も多くあり，先方との面談交渉，研

究の趣旨や調査内容の説明，相手の実情を察するなど，

既存の研究活動では得られない社会的モラルを身に着

けるとともに，行政を含めた地域社会の構造を経験か
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ら学ぶこととなる． 

さらに ORT では学生が一年単位のカリキュラムを

数年に渡り受講することも可能である．年数を重ねる

ごとに学生のコミュニケーション能力は格段に進歩し

ていく．このようなコミュニケーション能力の向上が，

２）ワークショップやチームワークを企画運営できる

人材を育成していく．地域住民や行政を交えた情報交

換会では，司会進行役やテーブルに分かれての議論と

りまとめ役，住民への質問役など，回を重ねるごとに

学生自らが主体的に行動し，建設的な議論に努める．

地域住民や行政関係者も，学生の持つ若い視点ならで

はの質問や意見に対して，昔の地域の状況や現在の問

題点などを挙げ丁寧に答えていく．このようなコミュ

ニケーションからお互いの信頼関係が築かれ，その後

の学生の研究課題設定，調査の実施が活性化されてい

く．毎年末に行われた現地報告会では，地域住民や行

政関係者らが熱心に問題点分析と解決への提案を聞き

入った．また総合討論では，それぞれの立場からの主

張や，学生らの研究課題への批評と期待が活発に交わ

された．地域の持続可能性について，問題点を見つけ

解決の提案をするためには，このような信頼関係構築

とコミュニケーションの実践が欠かせない．学生らは

これらの経験から，異分野を統合的に俯瞰した上での

問題解決能力を身に付ける． 

３．本研究におけるチームワーク行動の定義 

 

本研究が扱うチームワーク行動とは，ルソーら

（2006）がまとめた「チームワークの行動的要素」に

よって整理しうる項目を対象とする 3）．この分析枠

組みを採用する利点とは，①リーダーシップ論で

「Ｐ：パフォーマンス」，「Ｍ：メンテナンス」の 2

要素によって，リーダーシップの程度を把握する PM

理論の分析枠組みを個人行動からチームワーク行動に

拡大して適用できるとともに，②日頃の授業マネジメ

ントのチェックにも汎用しやすいという点が挙げられ

る．ただし，本研究に同分析枠組みを適用するにあた

っては若干の修正が必要である． 

具体的には，図２に示すように，ORT の授業マネ

ジメントにおける各要素の読み替えを行い，各項目の

時系列的な検証を行うこととした． 

まず，「Ｐ：チーム．パフォーマンスの統制管

理」については，「①シラバス化」，「②ORT 授

業」，「③成績評価」，「④日々の ORT 活動」の 4

項目である．特に，①から③にかけての 3 項目は，通

常の大学講義のマネジメントにおいても共通する部分

であり，こうした評価に関しては，ORT においても

年度末に受講生に対してアンケート調査を実施してい

る（本研究においては後述するように，一部の調査項

目を実態把握のため利用）．他方，「④日々の ORT

活動」においては，③の ORT 授業のための発表準備

（フィールドでの調査研究）を，チームとして実行す

ることであり，必ずしも教員スタッフが関与するわけ
 

 
図１ ORT の進め方に関する概念図 

 

 
図２ チームワーク行動から見た ORT の枠組み 
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ではない．つまり，チーム独自のスタンスで調査研究

のマネジメントを行う場面に遭遇する． 

一方，「Ｍ：チームの円滑な対人関係の維持」に

ついては，④の日々の ORT 活動を継続するためのケ

アを，如何なる秩序によって成しえたかを把握する．

この際，注目する項目としては，⑤の精神的サポート

や⑥の葛藤の統合的な調整処理であり，この場合，必

ずしもチーム内のメンバーだけでなくチーム外の関係

者（教員や先輩など）の関与も重要な要素と考えられ

る． 

特に，本研究が扱うチーム行動は，チームワーク

行動におけるＰＭ理論の中でも「受講者およびその周

辺関係者に対するヒアリング（1）」によって，④から

⑥までを把握する． 

 

４．ORT の時系列的変遷から見たチーム行動 

 

 本節では，伊勢湾 ORT の 3 年間（2010 年度（受講

者 20 名）：阿久比川流域（愛知県知多郡阿久比町），

2011 年度（受講者 13 名），2012 年度（8 名）：櫛田

川流域（三重県松阪市．多気町））の変遷を概観する

中で，臨床環境学の実践例としての ORT において，

どのような人材が育成されてきたか明らかにする． 

（1）2010年度（阿久比川流域） 

本 ORT では，馴染みのない人が地域に入り，調査

レポートまとめるという一連の経験を成し遂げるため

に，1 年目は既存の学問分野での知見を導入しながら，

カリキュラムが練り上げられた． ORT の仕組みも，

そもそもは当時の研究員が地理学専攻であったことも

あり学部生向けの地理学実習をベースとしたフィール

ドワークを設定したことが契機となっている．つまり

「自分の目で見て，テーマを見つける」ことを念頭な

がら，スケジュールが組まれた．ただし，地理学と

ORT 実習との大きな違いは，前者が既存の学術体系

に従い研究者個々の関心に立脚しながら学術的知見を

まとめていくのに対して，後者が，「チーム」として

連携しながら，地域課題を独自に定義し，さらには臨

床環境学としての治療方法（地域の課題解決方策）を

見出していく点にある． 

 こうした調査アプローチの違いは，当初は教員．学

生において共有化されたものではなかった．例えば，

対象地選定時における現地見学会での教員スタッフの

対応や認識の違いにも現れた．そもそもの合宿の目的

は，「肌感覚でテーマを知る・探ること」にあったが，

テーマがあらかじめ決まっている研究室の所属学生

（実験系の理系研究室に多い）と，テーマがあらかじ

め決まっていない研究室の所属の学生（質的なフィー

ルド調査から仮説を検証していく文系研究室に多い）

では，テーマ選定の当初期から，それぞれの班のチー

ム行動にも大きく影響を与えた． 

さて，一年目の ORT のフィールド．愛知県知多郡

阿久比町における阿久比川流域 2010 年度当初のシラ

バスでは，事前にあらかじめ調べたテーマ例を掲載す

る中でヒントらしきものを学生たちに提示することと

した．ただし，あくまで例であり，「純粋な動機付け

に任せることを意図」した．だが，崇高な理念を掲げ

たものの，テーマが発散して，論点が多すぎるという

ジレンマに陥った．こうした事態に対応するため，次

年度からは以下のような二つの工夫を施すことになっ

た． 

①班分け：専攻が近いと，テーマに偏りが出る恐れが

あるため，専攻分野のバランスを考慮し，参加メンバ

ーを分けて話し合い，テーマを抽出した． 

②チームの構成：総じて言えることは，「個人で調査．

研究する」タイプ，「協調して調査・研究する」タイ

プ，「引っ込み思案な」タイプに分かれることから， 

こうしたことをできるだけ克服するため，特に「男女

比」「専攻」「学年」に留意した． 

以上のような「専門性」「パーソナリティー」

「人間関係の相性」などに左右する点を配慮しながら，

チーム編成を行った．このチーム編成は，まるでパズ

ルのようで大変苦労する作業であった．しかしこのよ

うな指導上の難しさを乗り越えることにより，二年目

（櫛田川）の更にインターディシプリンな教育指導へ

の移行が成功することになる． 

（2）2011年度（櫛田川流域） 

二年目の ORT では，三重県の櫛田川流域（松阪市．

多気町）に場所を変えて，実践がなされた．櫛田川は，

そもそも教員の一部が既に研究フィールドとして現場

を熟知していたため，そうした地域のネットワークを
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うまく活用できる状況にあった．加えて，行政とのつ

ながりがあらかじめ備わった状態で，ORT を実践で

きるという点で，学生．教員，地元とも行政がバック

についているという面での安心感を与えたと言える．

その一方で，真っ白な学生の視点からテーマを選定し

た一年目（阿久比川）と比べると，先に行政課題とし

ての価値観やまなざしに縛られるという点では，どの

ように学生を導くべきか議論が交わされた．つまり，

純粋に，学生の眼差しで地域課題を探索し，解決方策

を見出す中では，ある種，行政の中立性の良し悪しが

出る点も十分考慮しながら，カリキュラムの運営がな

される必要がある．このような一連の議論の結果，二

年目（櫛田川）では仮テーマをグループで決定する際

に教員の誘導は行わないことにした．結果として，4

班（「鮎（残留塩素が生息に与える影響）」，「シカ

（獣害）」，「茶畑（松阪牛液肥利用の可能性）」，

「住環境（多気町の現状と未来）」）が編成され，学

生目線での課題意識を踏まえつつも，行政，地元の手

厚いサポートの下で ORT 実習がなされた．  

なお，こうした経験を積み重ねた結果として，学

生の中から，ORT でつながったさまざまな社会的な

ネットワークに注目し，そうした人的資源を継続的に

結びつけるような場（プラットフォーム）を作ろうと

する流れが生まれた．ここで注目したいのは，ORT

の中では個々のテーマで活動していたメンバーが，地

理情報の勉強会という共通項を持つことで自ずと繋が

りを生み出したことにある．学内のスペースに定期的

に交流できる教室および PC を確保し，またそれらの

活動には ORT 教員スタッフも関与するなど，単なる

カリキュラムを超えた波及を見せた． 

（3）2012年度（櫛田川流域） 

一連の取り組みは，三年目（櫛田川）にも引き継がれ

ており，二年目以上に地域の政策提言に力点を置いた

取り組みを実践することができた．具体的には 2 班

（松阪市内の中心市街（商店街）の活性化，伊勢茶の

海外輸出の提案）である．2 班に共通する点は，ステ

イクホルダーとなる関係主体に継続的に関わる中で明

らかになる事実を，「よそもの」の視点で可視化し，

学生ならではの柔軟な発想で提言した点である．特に，

2012 年度では，ORT を 2 年以上継続したＲＡを RA2

と呼ばれるリサーチアシスタント（1 名を採用）とし

て位置づけることで，受講者のサポート活動を促進し

た点である．これによって，各テーマごとのチームワ

ーク行動の状態を学生の視点からいち早く察知し，受

講生相互の調整に対応した．一連の取り組みは，カリ

キュラムで明記される ORT の枠組みを超えた相乗効

果としてのチームワーク行動を促進し，2013 年度以

 

 
 
図３ ORT におけるチームワーク行動の変遷 
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降のカリキュラムにも反映されるに至っている（同年

度においては，RA2 が 4 人体制となった）．三年目

では行政関係者の反響が強く，ORT 最終報告会での

発表後も，追加で報告会の開催を依頼されるなど，行

政目線での政策提言では得られない視点を提示できた

点で ORT の取り組みは一定の成果をあげたと言える． 

 

５．ORT でのチーム行動における課題 
 

さて，一連の ORT の実践を，チーム行動として見

た場合にどのような特徴や課題が見いだせるか整理す

る（図３）．まず，一年目（阿久比川）での段階では，

学生．教員スタッフともども，チーム構成員の人間関

係の構築がとても難しいと感じた時期であり，またそ

れぞれの研究テーマのチーム間を仲介する人は存在し

なかった．加えて，研究としてのクオリティをどの程

度高めるべきかもわからない状況にあり，やれること

をやるしかない状況であった． 

一方，二年目および三年目（櫛田川）では，行政

と地元の強力なサポートのもとで，課題解決方策（田

舎班，まち班）が提言された．特に，大学内外の関係

主体と情報を交換する中で調査研究を進めるうえで，

チームワーク行動の維持が大きな鍵となった．こうし

た課題対処の一つとして，ORT 経験者の中から各チ

ーム内外の調整役としての RA2 の位置づけは，ORT

カリキュラムを持続的に維持していくうえで重要な関

係主体の一つとして捉えることができる．特に受講生

と同じ立場（博士後期課程の院生）に立脚したアドバ

イスや支援サポートは，教員サイドの支援よりもより，

メンタルなサポートが可能となるばかりか，過去の

ORT で培われたノウハウ（特に形式化できない暗黙

知）の伝達に大きく貢献するものである．その意味に

おいて，ORT カリキュラムとして，より先鋭化する

上でも RA2 の位置づけやマネジメントの仕組みは重

要な要素であると思われる． 

ただし，いずれの年度においても共通する課題は，

まず，チームとして学生自身のスケジュールが合わな

いという物理的な問題である．つまり，必ずしも各専

門性やパーソナリティーの相性云々の問題ではなかっ

たという点が挙げられる．グループを作る以前に，基

本的な情報交換が必要であり，環境臨床学特別コース

として実践する上でも，「（博士研究のため）人が抜

けると，活動が止まってしまう」というジレンマを，

うまくマネジメントする必要が求められると言える． 

しかしながら，一方で ORT ならではの気づきがあ

る．これについては，成果物そのものの成否とは別に，

喧々諤々と学生同士で議論する中でのプロセスにこそ

 

 
 
図３ ORT におけるチームワーク行動の変遷 

 

ORTで得られる経験知

設定した研究テーマに

関わる成果

個々の学際的な視点・ 行動 特にＲＡ 2（ メ ンター） は、ＯＲ Ｔ

以外でのプロジェ クト に対応でき

る調整力を身につける可能性

異分野協働による

『 主産物』

研究成果以外の『 副産物』

 
図４ ORT で得られる経験知の概念 
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教育上の意味がある．大いに，悩み，模索する中で，

個人やチームが専攻や価値観を超えてそれぞれの役割

が出来上がること必要である（図４）． 

 さらに，地域に臨床環境学の実践的手法を一般化し，

根付かせていく上でも，学術レベルとして継続的に高

めていく上でも，アーカイブ化（過去 3 年間で執り行

われた ORT の研究成果および研究成果に至る議事録

等の取りまとめ）は重要であり，そうした可視化は，

ORT の実践と並行して進めていく課題であると思わ

れる． 

 

補注 

（1）ヒアリング調査は，ORT に関与した受講者とカリキ

ュラムの進行側になる研究員に対する予備調査を 2013 年 1

月 16 日に実施し，その後，補足的に過去の受講者に対して

ヒアリング調査を実施し，関連情報を整理した．なお，こ

の際，ORT の事後評価資料と位置付けられるアンケート調

査資料も参考にした． 
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